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管内二相乱流の未知高次相関量の非接触計測と乱流モデルの検討 
 

１．研究の背景と目的 
気体と液体とで構成される気液二相流は、火力・原子力発電所、化学プラント、石油

輸送パイプライン、空調装置の熱交換器内など、幅広い工業機器内で利用されている。

これらの機器の合理的設計、安全性・信頼性向上のために、気液二相流の流動特性を把

握し、精度良く予測することが要求されている。近年の計算機処理速度や記憶素子の著

しい発達を背景として、数値シミュレーション技術が急速に発展しているが、設計・開

発に寄与できる精度の高い予測手法を確率するためには解決すべき問題が少なくない。

特に、乱流のモデル化に関しては、単相流においてさえ未解決の問題が多く、幅広い流

動条件下において二相乱流を精度良く予測できるモデルは存在しない。 
 二相乱流構造の把握および気泡誘起乱れのモデル化を行う上で、レイノルズ応力の計

測データ蓄積とその特性解明が不可欠である。しかし、これまでの研究の多くは、管軸

方向の液相乱れのみを取り扱ったものが殆どであり、円周方向、半径方向の乱れおよび

レイノルズ応力を計測した例は数少ない。僅かに Serizawa ら[1][2]による熱線流速計を

用いた軸方向、半径方向の乱れおよびレイノルズ応力の計測、および Wang ら[3]による

3-D 円錐プローブを用いたレイノルズ応力の計測例がある程度であり、更なる基礎デー

タの蓄積が必要である。また、これらの研究では、計測器のセンサー部を流れ場に挿入

しているため、センサー部が流れ場へ与える影響を評価する必要がある。これらの既存

データの検証および実験データの精度向上の為にも、レイノルズ応力の非接触な計測が

望まれる。 

気液二相流における代表的な非接触測定法として、レーザドップラー流速計（LDV）

が挙げられる。LDV は時間、空間、速度の解像度が高く、局所速度の多次元同時計測

が可能である。しかし、円管内二相流においては、一般に連続相と管壁との屈折率が異

なるために円管の曲率によるレーザ光の屈折が問題となり、二方向速度成分の同時計測

が困難である。二方向速度成分やレイノルズ応力の計測例が少ないのは、このことに起

因する。一方、単相流では、管材料と同じ屈折率の流体を用いることで屈折率の影響を

無くして（インデックスマッチング）レイノルズ応力を計測した例が存在する。しかし、

気液二相流では、液体の物性が流動に与える影響が大きく、また相似側が確立されてい

ないため、異なる流体を使用して得られた知見を、実器に多く見られる水－空気系二相

流へ適用することは困難である。 

 そこで、本研究では円管内水―空気系二相乱流におけるレイノルズ応力等の高次相関

量を含む乱流特性を非接触で測定できる計測方法を構築する。具体的には、試験部円管

に水と極めて近い屈折率を有する管（FEP 管）を用いることで前述の屈折率の問題を解

決し、LDV を用いて二方向成分の同時計測を可能とする。また、気泡径、断面平均ボ

イド率を一定とした条件で液相流束を変化させて管内乱流特性を測定し、気泡と乱れ速

度、レイノルズ応力との相互干渉を調べる。さらに、実験データから、乱流のモデル化

に関する基礎的知見を得ることを目的とする。 

 
２．研究方法・研究内容 
 本研究で用いた実験装置の概略図を図１に示す。装置は液相供給部、気相供給部、気

液混合部、試験部から構成される。試験流体として気相には常温・常圧の空気、液相に

は常温・常圧の水を用いた。なお、水には LDV 計測に必要となる散乱粒子（SiO2:平均

粒径 3µm）をあらかじめ混入している。 

水はモーノポンプにより供給され、空気はコンプレッサにより供給される。水流量は

受け止めによって測定し、実験中も流量が一定に保たれていることを確認した。また、



2 

空気流量は流量計と水上置換により測定

するとともに、流量計によって実験中の流

量が一定に保たれていることを確認した。

水と空気は、気泡生成部で混合され、気液

二相流として管長 L=2.0(m) 、管内径

D=20(mm)のフッ素樹脂製鉛直円管(FEP
樹脂製円管)内を上向きに流れる。水は、

上部タンクから下部タンクに戻され、モー

ノポンプから再供給される。また空気は上

部タンクにおいて大気中に開放される。 

試験部である上部 0.5(m)では、LDV で２

方向速度成分を同時測定するために、円管

を 41×41(mm)のアクリル製矩形ダクトで

覆った（図２）。すなわち、水（n=1.333）
とほぼ同じ屈折率（n=1.338）をもつ FEP
管内に試験流体を流し、その周りを水で満

たした矩形アクリル管で囲むことによっ

て、レーザ光の管壁での屈折を無くした。

これにより、液相速度の２成分（もしくは

３成分）の同時測定が可能になる。なお、

FEP 管は完全に透明ではないが、LDV 計測

および画像の撮影上、支障がなかったこと

を付記しておく。 

実験条件を表１に示す。ここで、<JG>，
<JL>はそれぞれ断面平均液相、気相流束を、

Bd はビデオ画像より求めた気泡の平均球

等価直径を、<αG>は画像処理による予備実

験によって測定した気相体積率、Re は液相

レイノルズ数を表している。液相速度の計

測は LDV（DANTEC 社製：60X）を用い

て行った。測定断面は試験部入口から

1500(mm)上方（気泡生成部より 1650(mm)上方）とし、LDV プローブを試験部に対して

前後にトラバースさせることで軸方向と周方向、左右にトラバースすることで軸方向と

半径方向の二方向液相速度の同時測定を行った。測定点は、管中央より 1mm 間隔で r=0
～9(mm)までの 10 点と r=9(mm)より 0.2(mm)間隔で r=9.2～9.8(mm)までの 4 点の計 14
点とした。また各点のサンプル数は、乱流条件では 50,000 個、層流条件では 25000 個

とした。各点の測定時間は乱流条件で約 1 分、層流条件で約 10 分であった。 

表１  実験条件 

 <JL> (m/s) <JG > (m/s) dB (mm) <αG> (%) Re (-)  TL (℃) 

Case 1-tp 0.045 0.0065 3.73 1.9 900 20.7 

Case 1-sp 0.045 0 - 0 900 21.0 

Case 2-tp 0.5 0.015 3.66 1.9 9960 21.3 

Case 2-sp 0.5 0 - 0 9960 19.8 

Case 3-tp 0.9 0.02 3.22 1.9 17900 21.2 

Case 3-sp 0.9 0 - 0 17900 20.1 

D=20mm 

Air 
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② 

Water 
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① Upper Tank  ② Test Section  ③ LDV System  ④ Bubble 
Generator ⑤Compressor ⑥Mohno Pump ⑦  Tank 

図１  実験装置概略図 
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図２ 試験部概略図 
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３．研究結果 
 試験部におけるレーザビームの屈折の

影響を評価するために、試験部にレーザビ

ームを入射させ、試験部通過後にビームの

角度がどれだけ変化したかを調べた。図３

は、試験部入射ビームに対する試験部通過

後のビームの角度とレーザビーム入射位

置 r を管半径 R で無次元した値 r/R を示し

ている。水、FEP 管、ポリカーボネート管

の屈折率は、それぞれ 1.333、1.338、1.587
である。ポリカーボネート管の場合は、ビ

ームが大きく屈折するのに対し、FEP 管を

用いた場合の屈折はほぼ無視できるレベ

ルまで低減されており、FEP 管が光学計測

に有益であることが確認できた。 

 FEP 管を用いて計測した乱流諸量の妥

当性を確認するため、本実験で得られたレ

イノルズ応力 2'u ， 2'v ， 2'w ， 'v'u を既存

のデータ（Laufer[4], Park[5], Hosokawa[6]）と

比較し、図４、５に示す。なお、各値は、

軸方向平均速度 CU または 2'u 2'v で無次元

化している。ここで、Laufer[4]のデータは

レイノルズ数 Re=500000、Park ら[5]のデー

タは Re=8800～9200、また、Hosokawa ら[6]

のデータは Re=20000 の条件で測定されて

いる。また、本実験の管内径が 20mm であ

るのに対して、Laufer 、Park ら、Hosokawa
らの用いた管内径はそれぞれ 247mm，

51mm，30mm である。図４，図５より各

レイノルズ応力の分布はよく一致してお

り、本実験で得られたレイノルズ応力の測

定値が妥当であり、FEP 管を用いた多次元

速度成分同時計測法が有効であることが

確認できた。 
レイノルズ応力の各成分の分布を図６

(a)～(e)に示す。図中の●は単相流を○は気

泡流を表す。レイノルズ応力の成分の中で

は、軸方向成分 2'u が最も大きく、その大

きさは 'v'u の約 10 倍程度である。また半

径方向成分 2'v 、周方向成分 2'w の大きさは
2'u の約半分である。従来、気泡誘起乱流

の強さは 2'u : 2'v : 2'w =4:3:3 とモデル化され

てきたが、本結果より 2'u : 2'v : 2'w =2:1:1 で

あることがわかる。円管内乱流では、流れ

場の軸対称性から 'w'u ， 'w'v は零となるべ

きであり、気泡流においてもボイド率分布
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図５ レイノルズ応力の検証( 'v'u ) 
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が軸対称である限り零となるべきである。図 6(e)より、計測したすべての条件で 'w'u は

ほぼ零を示しており、ボイド率分布が時間平均的に軸対称であることと計測データの信

頼性が高いことが確認できる。 
層流条件（Case1）で、気泡流の 2'u ， 2'v ， 2'w の分布は管中央で高く、管壁に近づく

につれて低くなっており、ボイド率分布とよく対応した分布となっている。一方、気泡

流の 'v'u の分布は r/R=0.6 付近で最大となっている。 'v'u は軸対称性から管中央で零と

なるため、 'v'u のピークはボイド率分布のピークより壁側に近づいている。一方、乱流

条件（Case2,3）では、単相流、気泡

流ともに 2'u ， 2'v ， 2'w の分布は管中

央で低く、管壁で高くなっている。

つまり、乱れは壁におけるせん断に

より主に生成されている。Case2 では
2'u ， 2'v ， 2'w ともに単相流に比べて

気泡流の方が大きくなっている。ま

た、 'v'u は管壁付近で単相流に比べ

て気泡流の方が大きくなっている。

一方 Case3 では、 2'u ， 2'v ， 2'w とも

に単相流に比べて気泡流の方が管壁

付近では大きく、r/R<0.7 の領域では

小さくなっている。 'v'u は管全域で

単相流に比べて気泡流の方が小さく

なっており、気泡の存在が乱れを抑

制していることがわかる。 
レイノルズ応力方程式には変動速度

の 3 重相関項が含まれている。従っ

て、レイノルズ応力方程式を解くた

めには、この 3 重相関に関する情報

が必要不可欠である。しかし、これ

までに管内気泡流における 3 重相関

に関する実験データは殆ど無い。そ

こで、本実験で得られた変動速度の 3
重相関の分布を図 7(a)～(e)に示す。

図中の●は単相流、○は気泡流を表

している。層流条件（Case1）では、
2'v'u ， 2'w'u が管中心で高くなってお

り、乱流条件（Case2,3）では、壁付

近で各相関項が大きい。つまり、乱

れの生成が大きいところで 3 重相関

項が大きくなっていることがわかる。

3 重相関項は乱れの消散と関わって

おり、局所平衡状態では乱れの消散

と生成がバランスしていることから、

本結果が妥当であることがわかる。

ところで、乱流モデルにおける

Closure 問題を解決するためには、高

次の相関項を低次の相関項を用いて
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図６(a) レイノルズ応力分布( 2'u ) 
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図６(b) レイノルズ応力分布( 2'v ) 
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図６(c) レイノルズ応力分布( 2'w ) 
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モデル化する必要がある。そこでは、 'v'u ， 'w'u ， 'v'u 2 ， 'w'u 2 ， 2'v'u ， 2'w'u の 6 成分

を、 3'u ， 3'v ， 3'w と 2'u ， 2'v ， 2'w を用いて次式で評価し、実験値と比較した。 

2

3

2

3

'u

'u

'u

'u
'u'u

j

j

i

i
ji ×=  (1) 

2

3
2

'u

'u
'u'u'u'u

j

j
ijii ×=  (2) 

図 6(d),(e)および図７(a)～(d)中に推算値を▲（単相流）および△（気泡流）で示す。図

７(a)～(d)より 3 重相関は、定性的には式(2)で良好に評価できることがわかる。定量的

には、推算値が実験値よりも大きい値をとる傾向があるが、オーダーは十分評価できて

いる。一方、図 6(d)に示す 'v'u は、定性的な一致は見られるもものの、実験値と推算値

の差が大きく、式(2)による評価は適切でないと考えられる。 
 既存の乱流モデルを評価するた

め、レイノルズせん断応力の測定値

B_Expτ と 既 存 の 乱 流 モ デ ル

（Kataoka & Serizawa[7]，Sato & 
Sekoguchi[8]）で算出した Bτ を比較

し、図８に示す。ここで、 B_Expτ は

気泡によるレイノルズせん断応力

の 増 加 量 で あ り 、

( )sptpExp_B 'v'u'v'u −ρ=τ で評価し

た。一方、円管内気泡流において気

泡流により生じるレイノルズ応力

は 、 渦 粘 性 仮 説 を 用 い て

( )yUBB
∂∂= /ρετ で表される。こ

こで Bε は渦消散量であり、Kataoka 
& Serizawa は ( ) LBGKB d ναε 3/1_ = 、

Sato & Sekoguchi は Bε を

RBGSB udαε 6.0_ = でモデル化した。

ここで、 Lν は連続相の動粘度、 Ru は

気液間相対速度である。これらのモ

デルから Bτ を算出するに際に、 Gα
および yU ∂∂ には実験値を用い、

Ru は静止液中を上昇する気泡の終

端速度と等しいと仮定した。これら

のモデルが対象とする乱れが促進さ

れる条件である Case2 では、両モデ

ルともに壁面近傍での増加傾向を良

好に予測している。特に Kataoka & 
Serizawa のモデルは管中央部で、

Sato & Sekoguchi のモデルは壁付近

で、定量的にもよい一致を示してい

る。一方、層流条件（Case1）では、

両方のモデルとも Bτ を過小評価す

る。したがって、これらのモデルを

気泡塔などの層流条件に適用した場
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図７(a) 実験値と推算値の比較( 'v'u 2 ) 
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図７(b) 実験値と推算値の比較( 'w'u 2 ) 
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図７(c) 実験値と推算値の比較( 2'v'u ) 
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図７(d) 実験値と推算値の比較( 2'w'u ) 
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合には、気泡によるレイノルズせん断応力を過小

評価し、誤差が大きくなる。また、これらのモデ

ルは常に正の値を示すため、乱れの減衰が起こる

乱流条件（Case3）では、気泡の存在による乱れの

減衰を表現することができていない。以上より、

既存の渦粘性仮説に基づく乱流モデルの問題点は、

層流における気泡誘起乱流の評価と高液流束にお

ける乱れの抑制の評価にあることが確認できた。 

 

４．研究がもたらす効果および波及効果 
 本研究は、従来計測が困難であった円管内水

－空気系二相流の乱流特性を詳細に計測する方

法を与えており、二相乱流研究および研究・開

発における乱流計測に大きく貢献できる。また、

本手法は、光学計測全てに適用可能であり、管

内二相流研究に与える影響は大きい。さらに、

本研究で得られた知見は、気液二相気泡流にお

ける乱流モデルの高精度化に強く関係しており、

今後のモデル改良に大きく貢献できるものである。 
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図８ 乱流モデルとの比較  


